
はじめに
深刻な高齢化問題を抱えるわが国1）では，高齢になっ
ても健康な状態で日常生活を送ることができる健康寿命
が重視されている．また，介護が必要な状態になったと
しても，利用する社会資源の使用は最小限に留め，可能
な限り自立した生活を送ることが重要である．介護が必
要となった高齢者の生活を支える社会保障である介護保
険法2）では，その根底をなすものに自立支援の促進があ
る．これは，政府は高齢になっても社会保障制度に極力
頼らない健康寿命の延伸を求めている3）．同時に，介護
保険サービスを提供する事業者は，その利用者である要
介護者に対して自立支援を促進するようなサービス提供
が求められているといえる．

介護保険サービスを提供する事業者の多くは株式会社
などの営利法人である4）．日本は高齢社会といわれてい
るものの，老人福祉・介護事業による倒産件数は増加傾
向にあり，その理由として最も多かったものが売上不振
と報告されている5）．このような背景があるため，営利
法人の介護サービス事業者は経営努力が求められている
一方で，一部の介護サービスでは介護保険制度の根底で
ある自立支援とは乖離した売り上げ重視と見られる介護
サービス事業を展開しているという報告もある6-9）．こ
のような政府による高齢社会への指針と企業等による事
業運営の間に乖離が生じるということは，結果として必
要となる社会保障費用が増加し，一層国の財政を圧迫さ
せることに繋がる．こうした乖離を生まないためには，
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れた．導出された平均値を用いることで，高齢者施策や介護サービス事業
の縦断的な効果検証の指標の一つになることが示唆された．本研究では，
確率シミュレーション・モデル構築時にいくつかの仮定を設けているが，
今後レセプトデータの分析の基礎研究として活用することが可能と考え
る．さらに，確率シミュレーション・モデルなどの様々な手法を用いた研
究を蓄積し，介護保険分野におけるレセプトデータの分析の必要性を示す
ことが必要である．
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実際の要介護者の状態がどのように変化したかという経
年的な変化を検証し，さらに介護サービスの効果検証に
ついて検討する必要がある．
介護サービスの効果検証については，既に様々な研
究10-17）がなされているが，一連の研究は各介護サービス
の提供が利用者に与える効果検証が主であり，いわばミ
クロな視点による分析である．したがって，介護保険制
度全体に与える影響という視点からは検証が不十分と言
わざるを得ない．つまり，マクロの視点に立脚した検証
が必要である．マクロな視点から要介護者の変化を分析
する最も確実性の高い方法は，蓄積されたレセプトデー
タを分析することである．実際に，医療保険の分野では
ビッグデータであるレセプトデータを用いた様々な研究
報告がある18-21）．例えば，新薬や医療技術のアウトカム
研究，さらには患者数調査や新薬市販後調査といった
マーケテイングなどにも用いられている．このように，
先行研究からもレセプトデータを分析することで要介護
者の変化を把握することは可能である．しかしながら，
介護保険分野でもレセプト情報の第三者提供は開始され
たが，医療保険分野と比較すると提供を受けるための条
件は非常に厳しいためハードルは極めて高く22），限定的
であるといえる．そのため，既存の介護保険分野におけ
るレセプトデータを用いた研究では各自治体レベルでの
介護保険制度の分析に留まっている23-28）．地域差による
バイアス等も考慮すると，ビッグデータを用いたマクロ
な視点から介護サービスの効果に対する分析が重要であ
る一方で，その実現には困難さがあることも現実であ
る．このように，介護サービスの効果検証といったミク
ロ的な視点と，レセプトデータ分析といったマクロ的な
視点の双方で介護保険制度について検討していく必要が
あるが，実際のレセプトデータの分析は困難であり，そ
れを補う方法が必要である．その方法として確率シミュ
レーション・モデルを用いた分析が有用であり，この方
法ではレセプトデータ等のビックデータを収集する必要
がなくなるため，これまでのマクロ分析の欠点を補うこ
とが可能となる．これらの確率シミュレーション・モデ
ルを用いてマクロの視点からの分析をすることで，マク
ロとミクロの双方での介護保険制度の検証が可能とな
り，それは，介護保険制度を含めた社会保障制度全体の
構築や円滑な運営に繋がり，その対象となる高齢者にと
ってもよりよい生活を送ることに繋がる．
以上より，本研究の目的は最も明確な指標の一つであ
る要介護度に着目し，先行研究をもとに要介護度の推移
について確率シミュレーション・モデルを構築したうえ
で，そこから仮想のデータセットを作成し分析すること
によって，要介護度の推移に対する指標を検討すること

である．本研究から得られた結果である指標を用いるこ
とで，今後の介護保険分野の効果検証の研究の基礎とし
て貢献することができると考える．

方法
本研究では要介護度の経年推移の確率モデル（図 1）
を構築し，3年後時点と 6年後時点の平均介護度を算出
し，それぞれの標本平均値と統計学的に有意な差となる
値を求めた．この設定期間は，介護報酬が 3年に 1度改
定されることを参考に 3年と 6年という期間を定めた．
また，要介護度の経年推移については先行研究を参考に
した．要介護者の経年推移について明らかにした報告と
しては以下の通りである．まず，厚生労働省は毎年「介
護給付費等実態統計の概況」において，要介護（要支
援）状態区分別にみた年間継続受給者数の変化別割合を
公表している．ただし，この公表結果については年間継
続受給者に限定していること，年間累計受給者数から対
前年度増減数を明らかにしているのみで，各要介護度に
おける増減は明らかにされていない．和泉ら29）は軽度要
介護認定高齢者の要介護度の推移の状況とその要因を明
らかにしているが，対象は要支援者と要介護 1と限局的
であり網羅的とはいえない．寺島ら30）は都道府県国民健
康保険団体連合会によって保険者（自治体）に提供され
た某自治体の 24,823名のレセプトデータから縦断的に
介護保険サービスの利用の実態と，要介護度の変化や
サービス利用の推移について分析しているが，具体的な
要介護度の経年変化率までは言及されていない．みずほ
情報総研株式会社31）も某自治体に提供された 27,201名
のレセプトデータから要介護度の変化についても分析し
ているが，集積されたデータの要介護度は認定更新（新
規を含む）や資格喪失などの異動が生じた都度，レコー
ドが生成されるデータ特性があるため縦断的な追跡とし

図 1．本研究における確率シミュレーション・
モデル（要介護度付与後）
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ては十分とはいない．熊澤32）は先行研究33）を参考に 1万
人レベルの固定された集団の経年調査の資料を用いて要
介護度の推移に対する分析を各要介護度における死亡率
も含めて行っている．以上より，本研究のモデルを構築
するにあたって，その基礎となる確率については熊澤32）

の報告を参考に作成した．なお，この熊澤32）の報告で
は，要介護度の区分が要支援 1と要支援 2が一括りとさ
れている旧体系であることと，要介護認定の喪失が死亡
のみであり，自立である「修了」が明記されていなかっ
たことから，本研究で検討する要介護度は要介護 1以上
とし，要支援 1と要支援 2へ推移する確率は要支援を参
考に作成した．さらに実際のレセプトデータ上では，介
護請求がなくなった理由が死亡であるのか自立による修
了であるのかを判断することが困難であると考えられ
る．ただし，長田ら33）は要介護度の経年変化を追ってお
り，3年後に「非該当・非更新」と「死亡」の総数から
「非該当・非更新」は 5.50％，「死亡」は 94.50％，5年
後には「非該当・非更新」は 1.99％，「死亡」は 98.01％
と圧倒的に「死亡」が多いことを報告している．そのた
め，要介護認定の喪失を，介護支援事業者と利用者であ
る要介護認定者の契約が終了する事態として，利用者の
死亡，要支援または自立となった時点ということを考慮
して契約終了を意味する「終了」と設定した．
シミュレーション方法35, 36）は，以下の通りである．
まず 1人の仮想要介護者の初期の要介護度を年齢等の影
響も考慮し重み付け確率を付与し，毎年介護度の更新が
あると仮定，その要介護度から先行研究を参考に作成し
た推移確率に従って更新後の確率が決定される．なお，
重み付け確率については厚生労働省から公表されている
データ37）を参考に，要介護認定者の総数から各介護度の
割合を算出して設定した．注意すべき点は，更新によっ
て決定される要介護度は更新直前の要介護度のみに影響
を受け，それ以前の要介護度の影響は一切受けないこと
である．この方法を繰り返し，6年後までの要介護度を
付与していく．6年経過するか死亡もしくは修了となっ
た場合は計算を終了し，次の仮想要介護者の計算を開始
する．標本数は熊澤32）を参考にし，1万人分繰り返し仮
想の要介護者のデータセットを作成する．なお，計算に
あたって各介護度について要支援 1＝1，要支援 2＝2，
要介護 1＝3，要介護 2＝4，要介護 3＝5，要介護 4＝6，
要介護 5＝7とし，終了＝0という便宜的な順序尺度を
振り分ける．
分析では，まず作成されたデータセットから標本平均
値と標本不偏分散値を求めていく．この標本平均値と標
本不偏分散値から，標本数を 1万人と固定し，さらに危
険率 1％で t 値を求め，得られた t 値から要介護 1から

要介護 5までの各介護度で初期の要介護度の標本平均値
に対して 3年後時点と 6年後時点のそれぞれで有意な差
となる平均値と，危険率 1％による両側 t 境界値を用い
てその上限値と下限値を求めた．なお，求める平均値の
標本不偏分散値については，モデルから作成されたデー
タセットの標本不偏分散値と同一と仮定した．結果につ
いては，例えば，要介護 3における 3年後時点の標本平
均値が 1.80であり，初期に割り当てられた要介護度と
有意な差と認められる両側の t 境界値から下側と上側が
1.70と 1.90であった場合，要介護 3の集団の 3年後に
おける介護度の平均値が 1.70以下であれば有意に要介
護度は低下していると認められ，行政による施策や介護
サービスは効果があったといえる．一方で，1.90以上で
あった場合は有意に悪化していると認められるため，行
政による施策や介護サービスの効果としては見直しや改
善が必要であるということが示唆されると解釈すること
ができる．なお，モデルの作成からシミュレーションは
R（4.1.0）を用いた．

結果
表 1は先行研究32）を参考に一部著者が補正を加えて作
成した各要介護度の推移確率であり，表 2はシミュレー
ション・モデルから作成された 1万人分のデータセット
に対する 3年後時点と 6年後時点の記述統計の結果であ
る．要介護度が高くなるにつれて平均要介護度は下がっ
ているが，これは「終了」数が増加していることが要因
である．この結果をもとに各介護度と有意な差となる平
均値をまとめたものが表 3になる．「下側（≦）」となっ
ている項目の数値以下の平均値となると要介護度が初期
に割り当てられた要介護度に対して危険率 1％で有意に
低下したことを示す．同様に「上側（≧）」の項目の数
値以上の平均値であれば，要介護度が危険率 1％で有意
に改善したということを示す．つまり，「下側（≦）」の
項目の数値より大きく，「上側（≧）」の項目の数値未満
の平均値であれば統計学的には危険率 1％で要介護度が
維持されていると判断することができる．
ここで，本研究における確率シミュレーション・モデ
ルでは「終了」を 0としており，そのことが記述統計に
おける標本平均値や標本不偏分散値に大きな影響が出て
いることは否定できない．そのため，「終了」を除いた，
すなわち 3年後時点と 6年後時点も生存しており要介護
認定が継続されているとされた標本のみを抽出し記述統
計をまとめた（表 4）．この結果をみると，要介護度が
上昇するにあたって標本数は減少しており，3年後時点
よりも 6年後時点は全体的に標本数がより減少してい
る．また，「終了」を含んだ結果と比べると，3年後と 6
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表 1 各要介護度の推移確率

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

要支援 1

要支援 2

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

終了

16.2％

16.2％

34.8％

8.4％

2.9％

1.7％

1.1％

18.7％

16.2％

32.4％

34.8％

8.4％

2.9％

1.7％

1.1％

18.7％

2.9％

2.9％

39.8％

18.5％

8.4％

5.5％

2.4％

19.5％

2.5％

2.5％

11.6％

31.8％

17.9％

10.2％

4.1％

19.4％

0.2％

0.2％

2.6％

9.8％

27.8％

22.9％

10.3％

26.3％

0.1％

0.1％

0.7％

1.4％

7.1％

29.9％

25.6％

35.2％

0.0％

0.0％

0.1％

0.2％

0.8％

5.2％

50.2％

43.5％

表 2 各要介護度における記述統計

3年後時点 6年後時点

標本平均 標本不偏分散 標本平均 標本不偏分散

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

2.121

2.165

1.922

1.581

1.271

6.248

7.044

7.812

7.611

6.937

0.889

0.794

0.549

0.393

0.282

4.170

3.930

3.013

2.329

1.783

表 3 有意な差となる平均値

3年後時点 6年後時点

下側（≦） 標本平均 上側（≧） 下側（≦） 標本平均 上側（≧）

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

2.029

2.068

1.820

1.480

1.175

2.121

2.165

1.922

1.581

1.271

2.213

2.262

2.024

1.682

1.367

0.814

0.721

0.485

0.337

0.233

0.889

0.794

0.549

0.393

0.282

0.964

0.867

0.613

0.449

0.331

表 4 「終了」を除いた各要介護度における記述統計

3年後時点 6年後時点

標本数 標本平均 標本不偏分散 標本数 標本平均 標本不偏分散

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

4,741

4,445

3,421

2,561

1,914

4.474

4.871

5.618

6.172

6.639

2.652

2.668

2.071

1.380

0.597

1,776

1,526

982

652

441

5.003

5.204

5.588

6.031

6.401

2.896

2.799

2.530

1.781

1.250
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年後に共通して標本不偏分散は小さな値を取り，介護度
が高くなると値はより小さくなった．一方，「終了」を
除いた 3年後時点と 6年後時点を比較すると，標本平均
値は要介護 1から要介護 3では 6年後時点の方が高い
が，要介護 4と要介護 5は 3年後時点の方が高かった．
さらに，標本不偏分散値が 3年後時点よりも 6年後時点
の方が高く，標本のばらつきが大きい結果となった．こ
れらの記述統計の結果から，表 3と同様の方法で 3年後
時点と 6年後時点の標本平均値を計算し有意な差となる
平均値を求めたものが表 5である．

考察
本研究では確率シミュレーション・モデルを構築し，

t 値を用いて各要介護度が 3年後時点と 6年後時点に標
本平均値から危険率 1％で有意な差となる下側と上側の
2つの値を算出した．この 2つの値から要介護度が改
善，維持，悪化を判断することが可能となる．これは，
介護保険領域におけるビッグデータの分析が不十分と言
わざるを得ないため，行政による施策や介護サービスの
効果について検証するための比較基準が明らかとなって
いない現状に対して，一つの指標を示すことができたと
考えられる．
確率シミュレーション・モデルの利点は，直接的に実
際のヒトからデータを取得して作成されたデータセット
を用いていないことである．つまり，先行研究を参考に
確率的に標本を作成するため安全性が極めて高い．この
方法の一つの特徴として，仮想の標本を用いており，確
率的に未来の事象についても分析できることから，介入
群と非介入群といった倫理的に特別な配慮を必要とする
研究にも容易に用いることができる．実際に，医療経済
学の分野では確率シミュレーション・モデルを用いた費
用対効果に関する研究が報告されており38, 39），医療や
介護の分野における更なる発展に寄与できる方法の一つ
になると考える．また，確率シミュレーション・モデル
を構築することによる別の利点として，データ取得に長
期間要するような実験や膨大な研究資金を投入しなけれ

ば得られないような知見を，シミュレーションを用いる
ことによって先んじて得られることが可能なことであ
る．そのため，確率シミュレーション・モデルは様々な
分野の基礎研究に応用することや，施策等の意思決定を
支援することに寄与することができると考える．
結果である危険率 1％における下側と上側の値をみる
と，いずれの介護度においても統計学的に有意な差とな
る値は確率シミュレーション・モデルより作成された標
本平均値と直感的には大きな乖離はみられなかったと捉
えることもできる．しかし，多くの要介護認定者は高齢
者であり，さらに骨折や認知症，脳卒中などのエピソー
ドをもつ場合が多い40）．このようなエピソードは不可逆
的で，いわゆる加齢による「老い」を考慮すれば，要介
護度を維持できているだけも十分な成果と考えることが
でき，さらに，若干でも機能的向上が得られれば，それ
は大きな成果と捉えることが可能である．また，本研究
の結果は後ろ向き研究に対する比較基準としても貢献す
ることができると考える．つまり，新しい施策や事業所
単位での取り組みを行う際，一般的には取り組みの前後
を比較することでその効果を検証することができる．一
方で，本研究の結果は前後の効果検証のみではなく結果
の妥当性を示す指標の一つとすることが期待できること
や，その取り組み前の状況がどのような状況であるの
か，などの分析においても本研究の結果は一つの指標と
して貢献できる．
確率シミュレーション・モデルを構築する際には，要
介護度の推移で確率的に死亡や自立度の向上による介護
保険認定からの卒業を意味する修了をモデル内に組み込
んだ．これは，現実場面でも十分起こりうるエピソード
であると考えるが，その値を 0として分析したため，特
に介護度が高く，なおかつ 6年間といった長期的視点で
検討する場合，この 0の値が標本全体に与える影響は大
きいと考える．そのため，本研究では標本の分析におい
て 0を含めた場合と 0を除いた場合のそれぞれで分析し
た．その結果，0を除いた場合の要介護度については，
その要介護度が上昇するとともに標本平均値も上昇し

表 5 「終了」を除いた有意な差となる平均値

3年後時点 6年後時点

下側（≦） 標本平均 上側（≧） 下側（≦） 標本平均 上側（≧）

要介護 1

要介護 2

要介護 3

要介護 4

要介護 5

4.387

4.781

5.528

6.087

6.574

4.474

4.871

5.618

6.172

6.639

4.561

4.961

5.708

6.257

6.704

4.855

5.047

5.402

5.840

6.206

5.003

5.204

5.588

6.031

6.401

5.151

5.361

5.774

6.222

6.596
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た．標本不偏分散値に関しても，標本平均値とは逆に介
護度が上がるにつれて値も小さくなった．これは介護度
が高くなるほど，より介護度が軽減しにくいことを意味
している．注目すべき点としては，3年後時点よりも 6
年後時点の方が標本不偏分散値が大きいことである．こ
れは経過年数が長くなるほど介護度の変化のばらつきが
大きくなることを意味するが，特に要介護 5ではそれ以
上介護度が高くなることはない．つまり，標本不偏分散
値が大きいということは，介護度が経過年数 3年よりも
軽減している標本が一定数あるということが考えられ
る．標本数自体は 3年後時点と比較すると大幅に減少し
ており，要介護 5という状態を考慮すると自立による介
護保険から修了したものは少なく，死亡によって介護認
定を喪失したと考えるのが現実的である．これらのこと
から，介護度が高くても，介護度が軽減するような取り
組みを実施し，介護度の軽減が成功すれば，生存率も高
くなる可能性が考えられる．
本研究の限界として，数理的に計算するうえで幾つか
の仮定を設定しいている．そのため，算出した平均値に
ついては真の値とは乖離が生じている可能性は否定でき
ないことや，全ての要介護認定者が 1年ごとの介護保険
更新という仮定が現実的ではないということがいえる．
介護保険分野におけるレセプトデータ入手へのハードル
が高いことは既に述べたが，多くの制約は必要ではある
ものの真の値である介護保険分野におけるレセプトデー
タに関する分析が様々な方法で可能となることが望まし
い．実際のレセプトデータの研究が行えるようになれ
ば，様々なサービスの質や費用対効果，加算や減算によ
るアウトカムの評価などが可能となり社会保障制度の発
展に資する研究となると考える．そのためにも，現時点
で可能な方法で多くの研究を蓄積しレセプトデータに対
する分析の必要性を示していく必要があると考える．

利益相反
本論文に関して，開示すべき利益相反関連事項はな
い．
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Study on the effectiveness verification index of the level
of care required at three and six years using
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ABSTRACT
In this study, we focused on the level of care required at three and six years and examined longitudinal changes using a

probability simulation model, to determine the mean value of significant differences in these levels, based on previous
studies. A probability simulation model was constructed with reference to previous studies, a hypothetical sample of
10,000 people was created for each level of care (from one to five) required, the means and unbiased variances were cal‐
culated from the sample, and the mean values that showed a significant difference with a risk rate of less than one per‐
cent were calculated from the t‐values. From the analyses, the means of deterioration, maintenance, and improvement
were calculated for each level of long‐term care needed. After excluding deaths and completion of care from the sample,
the means that showed more concrete and significant differences were calculated by selecting samples that had been con‐
tinuously certified as requiring long‐term care. The results suggest that the derived mean value can be used as an index
for verifying the longitudinal effectiveness of older adult care measures and long‐term care service projects. Although this
study made assumptions during the construction of the probability simulation model, it can be used as the basis in the fu‐
ture for the analysis of claims data that mean true values in the long‐term care insurance field, where analysis is currently
inadequate. Furthermore, it is necessary to expand the extant literature using current methods, such as probability simula‐
tion models, to demonstrate the need for the analysis of claims data.

Key words: level of care required, probability simulation model, verifying the effectiveness
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